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会長　下村　敏明　　事務局長　前山　利雄
〒840－0041　佐賀市城内二丁目２番地37号（佐賀県建設会館内）
TEL　代表　0952－23－3117　　FAX　0952－24－9751

活動状況　佐賀県土木施工管理技士会
20th

　当技士会は平成４年４月に発足し、会員の相互
の協力によって技士の品位と社会的地位の向上を
目指し、また建設工事を的確に施工するため1676
名が必要な専門知識及びその能力の取得に努めて
いる。

１．運営
　三役会議、企画委員会において年間の事業内容
及び予算を提案・議論して事業展開している。

２．総会
　毎年６月に総会を開催しているが、工事現場に
関わる会員が多いため、総会後に社会情勢の変化
を認識してもらうための講演会を実施している。
　ちなみに、平成23年度は、クリエイト九州の川
上理事長（元佐賀県副知事）より「今後の社会資
本整備に求められるもの」について講演していた
だいた。

３．事業展開
　主な事業としては、スキルアップのための講習
会及び研修会を実施しており、平成23年度は「技
術交流フォーラム」と連携し、軟弱地盤における
深層混合処理工法の設計の考え方や現場管理につ
いての研修会を行い、さらに橋梁の老朽化調査に
伴う補修工事での留意事項及び今後の事業展開に
ついて佐賀大学都市工学科の石橋教授から講義を
受けた。
　その外、総合評価・経営審査に関する講習会を
実施するとともに、品質確保検討会（フォーラム
の部会）において設計側と施工側の技術者の役割
を模索している。
　なお、支部においても別個に講習会等を開催し
ており、今般は「東日本大地震」の現地に赴いて、
大規模災害への今後の対応と社会貢献への参画の
あり方を学んできた。

三役会 講習会
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設立　昭和56年12月４日
会長　根〆　眞悟　　副会長　岩永　裕之・松井　將　　事務局長　岩本　宗裕
会員数　2,018名（2012年３月31日現在）
所在地　〒850－0874　長崎県長崎市魚の町３－33　長崎県建設総合会館３階
TEL　095－826－2285　　FAX　095－826－2289

活動状況　長崎県土木施工管理技士会
20th

　本会は、会員の技術力向上並びに資質の向上を
図るため、それらの知識習得に必要な講習会等の
実施、また、現場における就労環境改善のため、
行政との意見交換会等を実施。加えて、会員の士
気を高めるため、発注機関等より表彰（優秀現場
代理人・優良工事（会社）等）を受けた者に対し
表彰を行っている。

１．行政との意見交換会
１）書類簡素化に関する協議会
　平成20年３月、長崎県土木部・（社）長崎県建
設業協会・本会とで同協議会を発足。同時に実務
者レベルでの協議を行うため、作業部会を設置。
書類簡素化に向けて、簡素化実施にかかる問題点
等についての協議を現在までに同作業部会におい
て計８回実施。その結果、平成21年４月１日より、
長崎県土木部において、「工事書類簡素化実施方
針」を策定、共通仕様書の改訂、「工事提出書類
一覧表」が作成され、運用開始となった。また、
管理図作成作業の省力化並びに様式の統一化を図
るため、長崎県土木部監修による「出来形管理図
作成支援システム」を本会にて作成し、平成23年
２月より、（社）長崎県建設業協会のホ－ムペ－
ジにて提供を開始（会員外も含む）した。
２）県出先事務所と若手技術者との意見交換会
　平成23年度は、12月・24年１月の２回：２出先
事務所と実施。施工プロセスが求める判断基準・
注意事項等について、工事の施工上に発生する問
題点等について、討議形式で開催。発注者・受注
者のお互いの意思疎通並びにコミュニケーション
を図ると共に今後の現場管理で活用し、公共工事
の品質や安全確保に役立てる事を目的に実施。
　出席者長崎県：29名、本会所属会員：48名

２．CPDS技術講習会（本会主催）
１）公共工事の検査及び施工管理基礎について
　８～９月：県内６地区で開催、受講者436名
２）１級土木施工管理技術検定（実地試験）受験
準備講習会

　９月に開催、受講者26名

３．講演会
光学的計測法の建設工学分野への活用について
　光学的計測手法を用いた、土木工学分野への適
応可能性・応用性について、長崎大学工学部教授
が講演。参加者175名。

４．表彰
１）（社）全国土木施工管理技士会連合会会長表
彰

２）本会会長表彰
　本会表彰規程の表彰基準を満たしている本会会
員に対し実施。（国土交通省・長崎県知事表彰受
賞者）
※ 平成23年度は、連合会会長（５名）・本会会長（15
名）の計20名を表彰。

県と若手技術者との意見交換会
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会長　坂本　猛　　事務局長　古林　伸宏
〒862－0976　熊本県熊本市中央区九品寺４－６－４　熊本県建設会館２階
TEL　096－366－5111　　FAX　096－363－1192
URL　http://www.kumaken.or.jp/dobokugishi/index.html

活動状況　熊本県土木施工管理技士会
20th

　当技士会は会員相互の協力によって、土木施工
管理技士の品位と社会的地位の向上を目指し、か
つ、建設工事を的確に施工するために必要な専門
知識及びその能力の習得に努め、もって公共の福
祉に寄与することを目的に活動しております。
　活動の内容は以下のとおりです。

１．表彰
（１）全国土木施工管理技士会連合会会長表彰
　毎年、全国技士会連合会表彰規程に基づく本会
の役員、優良工事従事者に該当する会員を表彰し
ている。なお、平成23年度受賞者は４人。
（２）熊本県土木施工管理技士会会長表彰
　当技士会表彰規程に定める表彰基準（公的機関
等から表彰を受けた会員、永年功績のある役員等）
に該当する会員を表彰している。
平成23年度受賞者は６人、７社。

２．行政機関との意見交換会
（１）九州地方整備局との意見交換会
　毎年、九州技士会と九州地方整備局との意見交
換を実施。平成22年度は、九州各県の会長と九地
整企画部長ほか５人が出席、現場施工の諸問題等
について意見を交換した。

（２）熊本河川国道事務所、熊本県への要望
　平成22年度より、九地整熊本河川国道事務所並
びに熊本県土木部へ「現場技術者の声」と題し、
現場で発生している諸問題について要望並びに意
見交換を実施している。

３．現場見学会
　毎年、県内の代表的な建設現場の見学会を実施
し、技術力の向上に努めている。平成23年度は、
南九州西回り自動車道のトンネル工事、橋梁上部
工工事、並びに九州横断道の橋梁下部工工事の現
場を見学した。参加者は52人。

４．講習会
（１）技士会が主催する講習会
　（社）熊本県建設業協会と共催でCPDS認定の
技術研修会を実施している。平成23年度は、防災
減災、コンクリートの維持管理、工事成績、品質
確保、リサイクル等の講習会を実施し、1148人の
参加があった。
（２）関係団体実施の講習会
　（一財）建設物価調査会等が主催する土木工事
積算基準の改正、土木工事実行予算作成実務講習
会等を後援し協力している。

総代会 現場見学会
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会長　岡部　俊宏　　事務局長　中村　孝廣
初代会長　井原　武夫　　２代目会長　長尾　昭
〒870－0046　大分県大分市荷揚町４－28
TEL　097－536－4800　　FAX　097－534－5828

活動状況　大分県土木施工管理技士会
20th

　当技士会は、正会員1,630名、賛助会員Ａ35社、
Ｂ321社で、平成４年５月１日に設立し、土木施
工管理技士の技術力及び社会的評価の向上を図る
ことにより良質な社会資本の整備に貢献し、もっ
て社会公共の福祉の向上に寄与することを目的と
する。

１．表彰
（１）（一社）全国土木施工管理技士会連合会会長表彰
　表彰規程に基づく会長表彰、役員表彰、優良工
事従事者表彰に該当者を表彰している。
（２）大分県土木施工管理技士会会長表彰
　表彰規程に定める表彰基準（国・県の公共機関
から表彰を受賞した工事の現場代理人等）に基づ
き、正会員に感謝状を贈呈している。

２．行政側との意見交換会
　（社）大分県建設業協会土木委員会と県との意
見交換会に、本会技術委員が参加し、技術・行政
施策等に対する改善・要望を行っている。

３．講習会
（１）本会が主催する講習会
　CPDS講習会を実施している。
（２）関係団体が実施する講習会
　本会と共催又は後援となり、CPDに関する講
習会を実施している。

事務所内 講習会
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会長　竹尾　通洋　　事務局長　東　康雄
〒880－0805　宮崎県宮崎市橘通東２丁目９番19号
TEL　0985－31－4696　　FAX 0985－31－4697　　URL　http://www.m-gishi.jp

活動状況　宮崎県土木施工管理技士会
20th

　当技士会は会員の品位と社会的地位の向上を目
指し、かつ、建設工事を的確に施工するために必
要な専門知識並びにその能力の開発・習得に努め、
もって公共の福祉に寄与することを目的とし、講
習会等の開催に重点を置いて活動しております。
　活動の内容は以下のとおりです。

１．表彰
（１）技士会連合会会長表彰
　毎年、技士会連合会表彰規程に基づく各協会会
長表彰、監事・理事表彰、優良工事従事者に該当
する会員を表彰している。なお、平成23年度受賞
者は８人。

２．行政側との意見交換会
　必要に応じて、土木施工管理技士会と行政との
意見交換会を実施している。
　平成20年度には現場で起こったさまざまな問題
を取り上げ、国土交通省宮崎・延岡河川国道事務
所、宮崎県の公共工事を所管する各部と協議を重
ね、「土木工事質疑応答集」としてまとめ、発刊
した。
　平成23年度は、宮崎県県土整備部技術企画課と
ワンデーレスポンスや書類の簡素化について意見
交換会を実施した。
　また、各支部においても各土木事務所と支部の
技術委員で工事検査やワンデーレスポンス等につ

いて意見交換会を実施した。

３．講習会
（１）技士会が主催する講習会
　各地区の建設会館等を利用し、情報化施工や入
札制度等の最近の建設業の話題についてCPDS認
定の講習会を実施している。
　また、宮崎県の職業訓練校の認定を受け、１、
２級の土木施工管理技術検定試験受験準備講習会
を５コース実施している。平成23年度の受講者は
延べ109人であった。
　各支部（11支部）においては、毎年７月から９
月にかけて、土木事務所の幹部や工事検査専門員
を講師として講習会を実施し、技術の研鑚に努め
ている。平成23年度の参加者は延べ約1,200人で
あった。
（２）監理技術者講習会
　平成16年度から技士会連合会が主催する「監理
技術者講習会」の会場手配、設営、受付、講師の
手配等、運営を実施している。平成23年度は５月、
８月、11月、２月の４回開催した。
（３）その他の講習会
　平成23年度は、宮崎県生コンクリート工業組合
との共催で「コンクリート技術に関連する講習会」
を建設６団体副産物対策物協会との共催で「建設
廃棄物の適正処理に係る講習会」を実施した。

講習会風景平成23年度表彰式
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　当技士会は連合会傘下の全国組織として平成19
年度に設立・加盟を致しました。会員は発注者支
援業務に従事する技術者を中心に会員相互の協力
によって、土木施工管理技術に関する情報の交換、
技術研修・研鑽と社会的地位の向上及び優秀な技
術者の確保・育成により社会的評価の向上に努め
国民生活の向上に寄与することを目的として活動
しているところです。
　活動内容は以下のとおりです。

１．講習会活動
　講習会は全国８地区（盛岡・仙台・東京・名古
屋・大坂・岡山・福岡・鹿児島）で年２回開催し、
発注者支援業務技術者、建設従事技術者及び地方
自治体職員等の技術者の皆様が年に延べ1,300名
程度の方に受講いただいています。
　平成24年度は「液状化のメカニズムとその対策」
と「舗装の歴史と舗装の技術」をテーマとした５
時間のカリキュラムを考えています。
　受講者には継続教育（CPD）のユニットの付
与を対象にしていますので、多くの皆様の参加を
歓迎しています。

２．行政機関との意見交換
　発注者支援業務等は、公的職員が行う業務を補
助する立場にあることから、機密保持をはじめ公
的職員と同等な人間力や幅広い土木施工管理技術
を保持し業務にあたることが必要です。従って、
業務の課題や契約上の課題について発注者側と綿
密な意見交換を行い、国民のために品質の高い公
共構造物の構築に努力しているところでありま
す。
　意見交換は発注者側の協力のもとに本省及び地
方整備局と行っています。様々な課題について意
見交換をすることにより業務の品質確保・効率化
等を含め、双方の改善を図る努力を行っていると
ころです。
　
３．表彰（企画委員会の活動）
　技術論文等の募集事業は現場に働く技術者の技
術の向上や新しい資格取得への技術力を高める一
助にもなり、その結果として会長表彰やCPDSユ
ニットの加算でもあります。当技士会として企画
委員会活動を強化してこの表彰制度の質を高め全
ての技術者の技術力向上のために、連合会の表彰
制度の活性化に協力して行くこととしたいと考え
ています。
　
４．東日本大震災への支援
　当技士会では東日本大震災の復興にご尽力され
ている被災県の皆様の再生と発展のため、技士会
の支援策として復興のための技術者不足に対し
て、良質の技術力を兼ね備えた技術者で支援する
ことを被災県に申し入れ等の要望活動を行い、被
災県から当技士会等に技術者支援の要請をいただ
いているところであります。

会長　伊達　徹　　常務理事（事務局長）　木川　勝
〒111－0053　東京都台東区浅草橋５－10－12菊島ビル浅草橋４階
TEL　03－5833－8017　　FAX　03－5833－8018　　http://www.ecma.jp/

活動状況　一般社団法人現場技術土木施工管理技士会
20th

ECMAスキルアップ講習会開催状況
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資料編
20th
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土木施工管理技士とは20th

1　技術検定の実施について
　土木施工管理技術検定は、建設業法第27条に基づき、土木工事に従事する施工管理技術者の技術の向
上、技術水準の確保を図ることを目的とした国家試験で、同法第27条の２に基づく国土交通大臣指定試
験機関が実施するものです。
　建設業法の目的は、建設業を営む者の資質の向上、建設工事の請負契約の適正化を図ることによって、
建設工事の適正な施工を確保し、発注者を保護するとともに建設業の健全な発展を促進し、もって公共
の福祉の増進に寄与することであり、その目的達成の一環として、建設工事に従事する者を対象にして
技術検定を行い、施工技術の向上を図ることとされています。

2　施工管理技士とは
　技術検定の合格者は施工管理技士の称号を称することができます。
　また、一定水準以上の施工技術を有することを公的に認定された方となりますから、建設業法の中で
以下のような措置が取られています。 
・施工管理技士は、検定の種目及び級に応じて建設業法に規定する許可の要件としての営業所に置か
れる専任技術者及び工事現場に置かれる主任技術者又は監理技術者の資格を満たす者として取り扱
われます。 
・経営事項審査において、１級施工管理技士は５点、２級施工管理技士は２点として評価されます。
 

3　土木施工管理技士
3.1　１級土木施工管理技士
　１級土木施工管理技術検定は、学科試験及び実地試験によって行なわれ、この学科試験に合格すれば
実地試験の受験資格が得られ、この実地試験合格者は、所定の手続きを行なうことによって、国土交通
大臣から技術検定合格証明書が交付され、「１級土木施工管理技士」と称することができます。
　１級土木施工管理技士は、建設業法に定められた土木工事関係８業種の許可に際して営業所ごとに置
かなければならない専任技術者並びに工事現場ごとに置かなければならない主任技術者又は監理技術者
となることが認められています。また、特定建設業に係る土木工事業、鋼構造物工事業、舗装工事業（指
定建設業）については、国土交通大臣が定める国家資格を有する者として、営業所の専任技術者及び工
事現場の監理技術者となることが認められています。
3.2　２級土木施工管理技士
　２級土木施工管理技術検定は、「土木」「鋼構造物塗装」「薬液注入」の３種別に分けて実施され、学
科試験及び実地試験によって行なわれます。
　この学科及び実地試験に合格し、所定の手続きを行なうことによって、国土交通大臣から技術検定合
格証明書が交付され、「２級土木施工管理技士」と称することができます。
なお、「２級土木施工管理技士」は、建設業法に定められた一般建設業の許可要件である営業所におけ
る「専任技術者」及び工事現場における「主任技術者」となることが認められています。
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一般社団法人　全国土木施工管理技士会連合会定款（抜粋）
20th

（名称）
第１条
この法人は、一般社団法人全国土木施工管理技士会連合会（以下「本会」という。）と称する。 

（目的）
第３条
本会は、土木施工管理技士の技術力及び社会的地位の向上、施工及び施工管理の技術等の発展、
工事の安全・品質及び効率の向上を図ることにより、良質な社会資本の整備に貢献し、もって
国民生活 の向上に寄与することを目的とする。 

（事　業）
第４条
本会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。
⑴　土木施工管理技士の技術力及び社会的地位の向上 
⑵　土木施工管理技士に関する制度の普及、表彰、情報収集及び調査研究 
⑶　施工と施工管理の技術等に関する継続学習制度の運営、講習会の実施及び図書の刊行 
⑷　工事の安全・品質及び効率の向上に関する調査研究 
⑸　前１号から４号に関する、発注者との意見交換、施策の提言、業務の受託、国際交流、及
び第５条の正会員である土木施工管理技士会の活動の促進 
⑹　その他本会の目的を達成するために必要な事業 
２　前項の事業は、本邦及び海外において行うものとする。

（法人の構成員）
第５条
本会に次の会員を置く。
⑴　正会員
主に土木施工管理技士をもって組織する定款を有する土木施工管理技士会で本会の目的及
び事業に賛同して入会したもの 
⑵　賛助会員
本会の事業を賛助するために入会したもの 
２　前項の会員のうち正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「法
人法」という。）上の社員とする。
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年 全国土木施工管理技士会連合会 土木施工管理技士会 土木施工管理技士 世の中の出来事

昭和44年
（1969）

11．30　１級土木施工管
理技術検定学科試験開始

１．18　東大安田講堂
事件

昭和45年
（1970）

２．８　１級土木施工管
理技術検定実地試験開始
３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級8,263人
８．30　２級土木施工管
理技術検定学科・実地試
験開始

３．14　大阪で日本万
国博覧会EXPO'70開催
３．31　日本航空よど
号ハイジャック事件
11．25　三島由紀夫、
自衛隊にクーデターを
扇動し自殺

昭和46年
（1971）

土木施工管理技士会設立の準備打
合せ会開催（建設省、都道府県、
業会団体代表）

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級5,158人２級125,695
人 計130,853人 累 計
139,116人

３．26　福島原子力発
電所運転開始

昭和47年
（1972）

４．　建設省関東地方建設局にあ
った「土木施工管理技術研究会」
（関東建設弘済会が事務局）が名
称と業務をそのまま引き継ぎ㈶全
国建設研修センターの附属機関と
して設置された

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級4,649人　２級91,892
人　計96,541人
累計235,657人

２．３　札幌オリンピ
ック
２．19　連合赤軍のあ
さま山荘事件
５．15　沖縄県復帰

昭和48年
（1973）

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級4,451人　２級9,579
人　計14,030人
累計249,687人

10．23　第一次オイル
ショック
８．８　金大中事件

昭和49年
（1974）

４．　「土木技術者（有資格者）
のための資料頒布会」を創設（会
員4,500名）　事務局は㈶全国建設
研修センター内「土木施工管理技
術研究会」に置き、後の土木施工
管理技士会の母体となる
５．31　「土木技術者（有資格者）
のための資料頒布会」より季刊誌
「建設情報」第１号が発刊される

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級6,364人　２級9,156
人　計15,520人
累計265,207人

昭和50年
（1975）

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級9,764人　２級22,193
人　計31,957人
累計297,164人

４．30　ベトナム戦争
終戦

昭和51年
（1976）

６．22　全国最初の技士会誕生（静
岡県土木施工管理技士会設立）

６．22　静岡県土木
施工管理技士会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１ 級14,850人　 ２ 級
22,891人　 計37,741人　
累計334,905人

７．27　ロッキード事
件で田中前首相逮捕さ
れる

昭和52年
（1977）

４．「土木技術者のための資料頒
布会」が、「土木施工管理技士会」
と改称　同時に事務局が㈶全国建
設研修センター内から、㈶地域開
発研究所へ移る
８．１　土木施工管理技士会会報
PR号発刊
９．１　土木施工管理技士会会報
第１号発刊

５．19　和歌山県土
木施工管理技士会設
立
10．29　長崎県大村
市土木施工管理技士
会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１ 級13,252人　 ２ 級
21,988人　 計35,240人　
累計370,145人

（一社）全国土木施工管理技士会連合会　年表
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年 全国土木施工管理技士会連合会 土木施工管理技士会 土木施工管理技士 世の中の出来事

昭和53年
（1978）

１．１　土木施工管理技士会会報
を「土木施工管理技士情報」と改
名（第５号）
４．　土木施工管理技士会全国
協議会の第１回協議会を開催し、
「（社）土木施工管理技士会（仮称）」
発足へ向け合意

９．22　兵庫県土木
施工管理技士会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１ 級11,042人　 ２ 級
19,890人　 計30,932人　
累計401,077人

昭和54年
（1979）

１．19　「土木施工管理技士会全
国連絡協議会」の組織を従来の土
木施工管理技士会、４つの地方技
士会、及び以後設立される技士会
から構成されることを決定
「全国連絡協議会」と ｢中央部会
｣ の事務局を千代田区飯田橋3-11-
13に置いた
６．10　「土木施工管理技士会全
国連絡協議会運営委員会」で協議
会の役員を選出

４．１　「土木施工管
理技士会」改め「土
木施工管理技士会中
央部会」として新た
に発足

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１ 級10,115人　 ２ 級
25,340人　 計35,455人　
累計436,532人

１．17　第二次オイル
ショック

昭和55年
（1980）

６．１　「土木施工管理技士会全国
連絡協議会」が「全国土木施工管
理技士会」に改称
８．29　全国土木施工管理技士会
の役員が運営委員会で指名される

３．25　北海道土木
施工管理技士会設立
４．11　高知県土木
施工管理技士会設立
６．１　「土木施工管
理技士会中央部会」
は「全国土木施工管
理技士会中央部会」
に名称を変更し「全
国土木施工管理技士
会」に加入

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級8,346人　２級24,976
人 計33,322人　 累 計
469,854人

９．22　イラン・イラ
ク戦争勃発

昭和56年
（1981）

１．「土木施工管理技士会全国連
絡協議会」と ｢全国土木施工管理
技士会中央部会｣ の事務局を新宿
区市ヶ谷砂土原町へ移転

５．18　愛媛県土木
施工管理技士会設立
９．16　徳島県土木
施工管理技士会設立
12．４　「長崎県大
村市土木施工管理技
士会」は発展的に改
称され、「長崎県土
木施工管理技士会」
として発足

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１ 級10,897人　 ２ 級
30,084人　 計40,981人　
累計51, 835人

昭和57年
（1982）

８．10　沖縄県土木
施工管理技士会設立
９．20　青森県土木
施工管理技士会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級13,096人２級34,258
人計47,354人累計558,189
人

２．９　日航羽田沖墜
落事故

昭和58年
（1983）

11．30　三重県土木
施工管理技士会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級15,194人２級35,094
人計50,288人累計608,477
人

５．26　日本海中部地
震

昭和59年
（1984）

１．28　香川県土木
施工管理技士会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級19,508人２級39,096
人計58,604人累計667,081
人
７．15　２級土木施工管
理技術検定学科・実地試
験が土木、塗装、薬注の
３種別となる
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年 全国土木施工管理技士会連合会 土木施工管理技士会 土木施工管理技士 世の中の出来事

昭和60年
（1985）

５．15　栃木県土木
施工管理技士会設立
12．９　長野県土木
施工管理技士会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級13,260人２級（塗装・
薬注含む）37,715人計
50,975人累計718,056人

８．12　日航ジャンボ
機御巣鷹山墜落事故

昭和61年
（1986）

４．１　「全国土木施
工管理技士会中央部
会」が「土木施工管
理技士中央部会」と
改称
５．12　鳥取県土木
施工管理技士会設立
５．25　（社）岩手
県土木施工管理技士
会設立
11．29　茨城県土木
施工管理技士会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級10,067人２級（塗装・
薬注含む）29,890人計
39,957人累計758,013人

４．26　チェルノブイ
リ原発事故

昭和62年
（1987）

１．23　埼玉県土木
施工管理技士会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級7,992人２級（塗装・
薬注含む）29939人 計
37,931人累計795,944人
６．建設業法改正　特定
建設業許可基準の改正
（指定建設業導入）

４．１　国鉄分割民営
化（JRグループ発足）

昭和63年
（1988）

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級8,960人２級（塗装・
薬注含む）28,513人計
37,473人累計833,417人

７．20　イラン・イラ
ク戦争停戦

平成元年
（1989）

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１ 級19,051人 ２ 級（ 塗
装・薬注含む）36579人
計55,630人累計889,047人

１．７　昭和天皇崩御
６．４　天安門事件
11．10　ベルリンの壁
崩壊
４．１　消費税が導入
される（３％）

平成２年
（1990）

３．15　新潟県土木
施工管理技士会設立
６．26　石川県土木
施工管理技士会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級37,960人２級（塗装・
薬注含む）38,198人計
76,158人累計965,205人

平成３年
（1991）

２．14　山口県土木
施工管理技士会設立
４．16　島根県土木
施工管理技士会設立
６．29　宮城県土木
施工管理技士会設立
７．18　富山県土木
施工管理技士会設立
12．５　岡山県土木
施工管理技士会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級35,727人２級（塗装・
薬注含む）34567人 計
70,294人累計1,035,499人

１．17　湾岸戦争勃発
12．21　ソ連崩壊

（一社）全国土木施工管理技士会連合会　年表
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年 全国土木施工管理技士会連合会 土木施工管理技士会 土木施工管理技士 世の中の出来事

平成４年
（1992）

２．27　（社）全国土木施工管理
技士会連合会（全国技士会）設立、
事務所を港区東麻布に構える
４．15　機関誌「JCMマンスリ
ーレポート」創刊号発刊
５．25　法人化後第１回理事会・
総会開催
６．19　韓国建設技術人協会長来
訪
６．25　設立披露祝賀会
７．22土木施工管理技術研修用テ
キスト編集委員会設置
７．31　法人化後第１回事務局長
（事務担当者）会議開催
８．６　土木施工管理技術研修用
テキスト改訂ワーキンググループ
設置
11．24　全国技士会講習会「通年
施工化技術講習会」を東日本10会
場で開催以降各年で技術講習会を
全国で開催

１．14　鹿児島県土
木施工管理技士会設
立
３．３　岐阜県土木
施工管理技士会設立
３．31　（社）滋賀
県土木施工管理技士
会設立
４．８　福島県土木
施工管理技士会設立
４．９　広島県土木
施工管理技士会設立
４．23　愛知県土木
施工管理技士会設立
４．30　佐賀県土木
施工管理技士会設立
５．１　大分県土木
施工管理技士会設立
６．17　宮崎県土木
施工管理技士会設立
７．１　京都府土木
施工管理技士会設立
７．20　秋田県土木
施工管理技士会設立
10．７　熊本県土木
施工管理技士会設立
10．20　福岡県土木
施工管理技士会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級16,723人２級（塗装・
薬注含む）27,763人計
44,486人累計1,07,985人

９．17　PKOに よ る
自衛隊第一陣のカンボ
ジア派遣

平成５年
（1993）

４．21指定建設業監理技術者講習
会（土木コース）への協賛及び受
託業務開始
６．要望書を建設省に提出

１．22　群馬県土木
施工管理技士会設立
８．５　山形県土木
施工管理技士会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級11,325人２級（塗装・
薬注含む）25,927人計
37,252人累計1,117,237人

６．９　皇太子御成婚
７．12　北海道南西沖
地震

平成６年
（1994）

９．土木施工管理技士の実態調査
まとまる
12．９　全国技士会は事務所を千
代田区九段南４- ８-30アルス市ヶ
谷ビル３階（現住所）に移転

６．21　山梨県土木
施工管理技士会設立
７．18　神奈川県土
木施工管理技士会設
立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級9,781人２級（塗装・
薬注含む）29,126人計
38,907人累計1,156,144人
６．建設業法改正　監理
技術者の専任制の徹底、
講習義務

平成７年
（1995）

４．19　監理技術者講習会の受託
業務開始　講習が奈良会場を皮切
りに始まる

７．４　千葉県土木
施工管理技士会設立
12．８　奈良県土木
施工管理技士会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級14,490人２級（塗装・
薬注含む）27,659人計
42,149人累計1,198,293人

１．17　阪神・淡路大
震災
３．20　東京都心部で
地下鉄サリン事件

平成８年
（1996）

３．29　暫定会費制度の制定
７．15　企画運営委員会、技術委
員会、編集委員会を設置
12．２　初代会長増岡康治氏急逝

５．28　東京土木施
工管理技士会設立
８．27　日本橋梁建
設土木施工管理技士
会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級13,437人２級（塗装・
薬注含む）36,874人計
50,311人累計1,248,604人
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平成９年
（1997）

３．25　「土木施工管理技士会倫
理綱領」の制定
５．14　技術論文表彰制度の制定
５．14　技術論文審査委員会
５．27　入会基準を定める
７．10　ホームページ開設
７．17　技術論文表彰式開催　以
降毎年開催
10．29　表彰制度の創設

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級21064人２級（塗装・
薬注含む）39873人 計
60937人累計1,309541人

12．11　地球温暖化防
止第３回締約国会議
COP3京都議定書を採
択

平成10年
（1998）

５．26　暫定会費制度の制定
５．26　表彰制度の制定
７．16　優良工事従事者の表彰
12．８　関係省庁に要望活動を行
う以降毎年実施

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級21,641人２級（塗装・
薬注含む）46,032人計
67,673人累計1,377,214人

２．７　長野冬季オリ
ンピック開催

平成11年
（1999）

３．24　優良技士会功労役員等の
表彰
７．12　建設大臣優良団体表彰受
賞
７．13　正式会費制度の制定

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級18,970人２級（塗装・
薬注含む）39,777人計
58,747人累計1,435,961人

平成12年
（2000）

３．14　「継続的専門能力啓発シ
ステム（土木施工管理／CPDS）」
の導入を決定
３．14　「CPDS基金」を新設
４．１「建設工事事故情報分析
（SAS）」のデータベース開設
５．19　「公益法人指導監督基準」
に沿って定款を改定し、理事数の
変更を行う
７．18　土木施工管理技士誕生30
周年記念式典開催
８．11　CPDS登録システムの稼
働開始
８．23　CPDS指定技術講習会開
催以降各年でCPDS指定技術講習
会を全国で開催
９．24　CPD等調査団米国派遣
10．10　JCM公認講師制度の制定
10．15　CPD等調査団英国派遣

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級23,896人２級（塗装・
薬注含む）49,959人計
73,855人累計1,509,816人

３．28　北海道の有珠
山噴火
７．21　九州・沖縄サ
ミット開催

平成13年
（2001）

12．CPDS指定技術講習用テキス
ト４分冊を新規発行

５．17　日本塗装土
木施工管理技士会設
立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級25,312人２級（塗装・
薬注含む）45610人 計
70,922人累計1,580,738人

９．11　アメリカの同
時多発テロ発生
２．10　えひめ丸、ハ
ワイ沖で潜水艦と衝突
沈没

平成14年
（2002）

１．16　海外調査団の受入れ（中
国）
３．22　継続教育に関する海外調
査団を受入れ（韓国）
７．23　設立10周年記念式典開催

３．28　福井県土木
施工管理技士会設立

３．31　土木施工管理技
士検定試験合格
１級27,348人２級（塗装・
薬注含む）40,226人

平成15年
（2003）

7.25　建設系CPD協議会が設立さ
れ、創設時加盟団体となる
11．第１回土木施工管理技士に関
するアンケートの実施　以降３年
毎に実施

３．31（14年度）土木施
工管理技士検定試験合格
１級29,238人２級（塗装・
薬注含む）28,065人
２級研修受講資格の改正
（35歳以上）14年度は研
修による２級合格の最終
年度

３．20　イラク戦争勃
発

（一社）全国土木施工管理技士会連合会　年表
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平成16年
（2004）

７．30　国土交通大臣から監理技
術者講習実施機関の登録証交付
（国土交通大臣登録番号第５号）
監理技術者講習開始JCM公認講
師制度を監理技術者講習講師登録
と統合
11．25　従来の要望活動に替え国
土交通省との意見交換会を実施す
る以降各年で実施

３．31（15年度）土木施
工管理技士検定試験合格
１級28,780人２級（塗装・
薬注含む）16,983人

平成17年
（2005）

３．31（16年度）土木施
工管理技士検定試験合格
１級18,174人２級（塗装・
薬注含む）13,134人

平成18年
（2006）

４．技士会ブロックと地方整備局
長等との意見交換会を実施する以
降全てのブロックで各年で実施
７．CPDS指定技術講習会をJCM
セミナーに名称変更

３．31（17年度）土木施
工管理技士検定試験合格
１級19,379人２級（塗装・
薬注含む）15,639人

平成19年
（2007）

３．６　現場技術土
木施工管理技士会設
立

３．31（18年度）土木施
工管理技士検定試験合格
１級10,667人２級（塗装・
薬注含む）6,931人

平成20年
（2008）

４．建設系CPD協議会事務局業
務受託（H20,21年）
10．12　現場改善等調査団米国派
遣

３．31（19年度）土木施
工管理技士検定試験合格
１級12,899人２級（塗装・
薬注含む）10,833人

９．15　リーマンショ
ック

平成21年
（2009）

12．14　実務担当者会議開催 ３．31（20年度）土木施
工管理技士検定試験合格
１級9,743人２級（塗装・
薬注含む）8,759人

平成22年
（2010）

８．６　CPDSを商標登録
12．電子書籍販売開始

土木施工管理技士中
央部会はその役目を
終えて定款の規定に
より会員資格を喪失

３．31（21年度）土木施
工管理技士検定試験合格
１級6,544人２級（塗装・
薬注含む）6,928人

６．13　小惑星探査機
はやぶさ帰還
８．31　イラク戦争終
結
12．17　ジャスミン革
命

平成23年
（2011）

１．６　現場改善等調査団欧州派
遣
５．施策提言委員会設置
５．国際技術者委員会設置
６．JCM　DVDセミナー開催
８．25　東北大震災視察（岩手県）
10．JCM　特別セミナー開催

２．15　大阪府土木
施工管理技士会設立
７．１　大阪府土木
施工管理技士会が全
国技士会に入会し、
これで全都道府県の
技士会が全国技士会
に加入した

３．31（22年度）土木施
工管理技士検定試験合格
１級5,720人２級（塗装・
薬注含む）7,957人

３．11　東北地方太平
洋沖地震　福島第一原
子力発電所事故発生

平成24年
（2012）

４．公益法人制度改革により全国
技士会は法人格を一般社団法人へ
変更する
５．28　設立20周年記念式典開催
６．17　どぼく検定開始
８．７　東北大震災視察（宮城県）
９．８　現場改善のためのリーン
コンストラクション会議発表（北
欧）

３．31（23年度）土木施
工管理技士検定試験合格
１級5,544人２級（塗装・
薬注含む）6,597人

５．22　東京スカイツ
リー開業
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氏名 職名 所属 平成４年
（1992）

平成５年
（1993）

平成６年
（1994）

平成７年
（1995）

平成８年
（1996）

平成９年
（1997）

平成10年
（1998）

平成11年
（1999）

増岡　康治 会長 参議院議員

長尾　満 会長 日本建設機械化協会会長

本山　蓊 会長 川崎製鉄顧問

豊田　高司 会長 国土技術研究センター
理事長

小林　康昭 会長 足利工業大学工学部教授

阿川　孝行 理事 全国建設研修センター
副理事長

玉光　弘明 理事 全国建設研修センター
副理事長

佐藤　清 副会長 全国建設研修センター
副理事長

紀陸　富信 副会長 全国建設研修センター
副理事長

森　淳 理事 地域開発研究所常務理事

玉田　博亮 理事 日本建設情報総合セン
ター理事長

山村　和也 理事 日本大学生産工学部教授

小野和日児 理事 建設物価調査会理事長

和里田義雄 理事 経済調査会理事長

清宮　理 理事 早稲田大学理工学部教授

山田　俊郎 副会長 五洋建設執行役員副社長

内海　健一 理事 全国技士会

古川　恒雄 専務理事 全国技士会

尾作　悦男 専務理事 全国技士会

猪熊　明 専務理事 全国技士会

上田　俊一 副会長 北海道技士会会長

倉橋　力雄 副会長 北海道技士会会長

宮脇　敬 監事 北海道技士会副会長

眞田　眞 副会長 北海道技士会会長

会長 副会長 専務理事 理事 監事

（一社）全国土木施工管理技士会連合会　歴代役員一覧
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平成12年
（2000）

平成13年
（2001）

平成14年
（2002）

平成15年
（2003）

平成16年
（2004）

平成17年
（2005）

平成18年
（2006）

平成19年
（2007）

平成20年
（2008）

平成21年
（2009）

平成22年
（2010）

平成23年
（2011）

平成24年
（2012）

（会長代行）

※平成24年度は、定款変更により就（退）任日は総会の日とする。
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氏名 職名 所属 平成４年
（1992）

平成５年
（1993）

平成６年
（1994）

平成７年
（1995）

平成８年
（1996）

平成９年
（1997）

平成10年
（1998）

平成11年
（1999）

熊谷　勝弘 副会長 北海道技士会会長

脇川　利勝 副会長 青森県技士会会長

小野寺希夫 理事 岩手県技士会会長

望月　茂 理事 岩手県技士会会長

若生　金郎 理事 宮城県技士会会長

奥田　和男 理事 宮城県技士会会長

酢屋　潔 理事 秋田県技士会会長

志賀久太郎 理事 福島県技士会会長

三瓶　英才 副会長 福島県技士会会長

武藤　彬 副会長 茨城県技士会会長

高内　壮介 理事 栃木県技士会会長

池原　透 理事 群馬県技士会会長

廣田　豊作 理事 埼玉県技士会会長

島崎　敬一 理事 埼玉県技士会会長

松本　泰典 副会長 埼玉県技士会会長

松本　憲典 副会長 千葉県技士会会長

米本　利雄 副会長 千葉県技士会会長

松尾助右衛門 副会長 神奈川県技士会会長

本間　茂 理事 新潟県技士会会長

植木　馨 理事 新潟県技士会会長

松山　鶴吉 理事 新潟県技士会会長

井上平一郎 監事 新潟県技士会会長

秋藤　義治 監事 富山県技士会会長

藤川　猛 副会長 富山県技士会会長

会長 副会長 専務理事 理事 監事

（一社）全国土木施工管理技士会連合会　歴代役員一覧

2
／
27  

5
／
25

5
／
30

5
／
31

5
／
31

2
／
27  

5
／
25  

9
／
21

3
／
5

5
／
30

5
／
31

5
／
31

2
／
27  

5
／
25

5
／
25

5
／
30

5
／
31

5
／
31

5
／
31

5
／
30

1
／
28

2
／
27  

5
／
25

5
／
30

5
／
31

3
／
7

2
／
27  

5
／
25

5
／
30

5
／
31

12
／
31

5
／
31

2
／
27  

5
／
25

5
／
25

5
／
30

5
／
31

5
／
31

2
／
27  

5
／
25

5
／
30

5
／
31

5
／
31

5
／
31

3
／
24

4
／
7

2
／
27

5
／
30

5
／
31



85

平成12年
（2000）

平成13年
（2001）

平成14年
（2002）

平成15年
（2003）

平成16年
（2004）

平成17年
（2005）

平成18年
（2006）

平成19年
（2007）

平成20年
（2008）

平成21年
（2009）

平成22年
（2010）

平成23年
（2011）

平成24年
（2012）

※平成24年度は、定款変更により就（退）任日は総会の日とする。
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氏名 職名 所属 平成４年
（1992）

平成５年
（1993）

平成６年
（1994）

平成７年
（1995）

平成８年
（1996）

平成９年
（1997）

平成10年
（1998）

平成11年
（1999）

鶴山　務 理事 石川県技士会会長

桑原　隆 副会長 山梨県技士会会長

依田　一志 副会長 山梨県技士会会長

山浦　和人 理事 長野県技士会会長

林　　博 副会長 長野県技士会会長

市川　幸一 理事 岐阜県技士会会長

苅谷　二郎 理事 岐阜県技士会会長

正田　武夫 理事 岐阜県技士会会長

前田　守廣 副会長 岐阜県技士会会長

中村　進 副会長 静岡県技士会会長

生子　隆則 監事 静岡県技士会会長

山田　壽久 副会長 静岡県技士会会長

原　俊夫 理事 愛知県技士会会長

藤井千代喜 副会長 愛知県技士会会長

宮本　武蔵 副会長 三重県技士会会長

小原　敬治 副会長 滋賀県技士会会長

森本　治 副会長 滋賀県技士会会長

絹川　治 副会長 京都府技士会会長

三木　尚敏 副会長 兵庫県技士会会長

生頼　正義 監事 兵庫県技士会常務理事

貴志　敏一 副会長 和歌山県技士会会長

伊丹　彰 理事 和歌山県技士会会長

来間　廉 理事 鳥取県技士会会長

細田　繁基 理事 鳥取県技士会会長

会長 副会長 専務理事 理事 監事

（一社）全国土木施工管理技士会連合会　歴代役員一覧
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平成12年
（2000）

平成13年
（2001）

平成14年
（2002）

平成15年
（2003）

平成16年
（2004）

平成17年
（2005）

平成18年
（2006）

平成19年
（2007）

平成20年
（2008）

平成21年
（2009）

平成22年
（2010）

平成23年
（2011）

平成24年
（2012）

※平成24年度は、定款変更により就（退）任日は総会の日とする。
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氏名 職名 所属 平成４年
（1992）

平成５年
（1993）

平成６年
（1994）

平成７年
（1995）

平成８年
（1996）

平成９年
（1997）

平成10年
（1998）

平成11年
（1999）

井木　久博 理事 鳥取県技士会会長

高力　修一 副会長 鳥取県技士会会長

下本八一郎 監事 鳥取県技士会会長

栂野　悦宏 理事 島根県技士会会長

筒井　寛 副会長 島根県技士会会長

長岡　秀治 副会長 島根県技士会会長

萩原　明 副会長 岡山県技士会会長

武田　寛 理事 広島県技士会会長

島田　伸彦 副会長 広島県技士会会長

宮崎　衛 副会長 山口県技士会会長

佐々木　久 副会長 徳島県技士会会長

別枝　明 理事 香川県技士会会長

村上　博 副会長 香川県技士会会長

白石　尚三 理事 愛媛県技士会会長

岡　平八郎 理事 愛媛県技士会会長

星加　隆夫 副会長 愛媛県技士会会長

北村　牛基 副会長 高知県技士会会長

有田　元士 監事 高知県技士会専務理事

宮田　益吉 副会長 高知県技士会会長

鍋田　政治 副会長 福岡県技士会会長

平田　昭義 副会長 福岡県技士会会長

古賀　英二 監事 福岡県技士会理事

古賀　尚夫 監事 佐賀県技士会会長

下村　敏明 副会長 佐賀県技士会会長

会長 副会長 専務理事 理事 監事

（一社）全国土木施工管理技士会連合会　歴代役員一覧
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平成12年
（2000）

平成13年
（2001）

平成14年
（2002）

平成15年
（2003）

平成16年
（2004）

平成17年
（2005）

平成18年
（2006）

平成19年
（2007）

平成20年
（2008）

平成21年
（2009）

平成22年
（2010）

平成23年
（2011）

平成24年
（2012）

※平成24年度は、定款変更により就（退）任日は総会の日とする。

5
／
31

5
／
30

5
／
28

5
／
30

5
／
31

5
／
30

5
／
30

5
／
30

5
／
30

5
／
30

5
／
31

5
／
28

5
／
30

5
／
31

5
／
31

5
／
30

5
／
31

5
／
30

5
／
28

5
／
31

5
／
30

5
／
31

3
／
20

5
／
31

5
／
31

5
／
31

5
／
30

5
／
30

5
／
28

5
／
31

5
／
30



90

氏名 職名 所属 平成４年
（1992）

平成５年
（1993）

平成６年
（1994）

平成７年
（1995）

平成８年
（1996）

平成９年
（1997）

平成10年
（1998）

平成11年
（1999）

宮川　政藏 副会長 熊本県技士会会長

吉岡　林 理事 宮崎県技士会会長

木田　芳人 理事 宮崎県技士会会長

伊東　照紘 副会長 宮崎県技士会会長

黒木　幸紀 副会長 宮崎県技士会会長

竹尾　通洋 副会長 宮崎県技士会会長

竹下　晴彦 副会長 長崎県技士会会長

大城　栄信 理事 沖縄県技士会会長

大濱　寛 理事 沖縄県技士会会長

小波津英正 理事 沖縄県技士会会長

樫尾　實 副会長 中央部会会長

赤松　惟央 理事 日本橋梁技士会会長

大谷　孝彦 理事 日本橋梁技士会会長

高木　録郎 理事 日本橋梁技士会会長

原　幾人 理事 日本橋梁技士会会長

坂野　和彦 理事 日本橋梁技士会会長

須本　重徳 監事 日本塗装技士会事務局長

木川　勝 監事 現場技士会常務理事

会長 副会長 専務理事 理事 監事

（一社）全国土木施工管理技士会連合会　歴代役員一覧
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平成12年
（2000）

平成13年
（2001）

平成14年
（2002）

平成15年
（2003）

平成16年
（2004）

平成17年
（2005）

平成18年
（2006）

平成19年
（2007）

平成20年
（2008）

平成21年
（2009）

平成22年
（2010）

平成23年
（2011）

平成24年
（2012）

※平成24年度は、定款変更により就（退）任日は総会の日とする。
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